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(百万円未満切捨て)
１．2026年3月期第3四半期の連結業績（2025年4月1日～2025年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、 対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期第3四半期 1,128,219 4.6 76,328 21.8 87,508 9.8 85,411 △26.4
2025年3月期第3四半期 1,079,058 1.7 62,687 20.5 79,717 16.8 116,092 17.8
(注)包括利益 2026年3月期第3四半期 65,802百万円(△35.5％) 2025年3月期第3四半期 102,029百万円(△5.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年3月期第3四半期 192.31 192.28
2025年3月期第3四半期 248.85 248.83

※当社は、 2024年10月1日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しております。これに伴い、 前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、 １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しており

ます。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年3月期第3四半期 1,980,353 1,218,435 57.7

2025年3月期 1,917,838 1,208,778 59.2
(参考) 自己資本 2026年3月期第3四半期 1,142,871百万円 2025年3月期 1,135,847百万円

２．配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年3月期 － 32.00 － 22.00 －

2026年3月期 － 18.00 －

2026年3月期(予想) 22.00 40.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
※当社は、 2024年10月1日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しております。これに伴い、 2025年3月

期の１株当たり期末配当金につきましては、 当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、 年間配当金合計は「－」としております。株式分

割を考慮しない場合の2025年3月期の１株当たり期末配当金は44円00銭、 年間配当金は76円00銭となります。

３．2026年3月期の連結業績予想（2025年4月1日～2026年3月31日）

(％表示は、 対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,515,000 3.9 103,000 10.0 116,000 0.1 100,000 △9.7 226.57
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ８社（社名） Rubicon SEZC及びその子会社７社、 除外 －社（社名）－
(注)詳細は、 添付資料９ページ「２．四半期連結財務諸表及び注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（連結の範囲又

は持分法適用の範囲の変更）」をご参照ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年3月期3Ｑ 524,480,692株 2025年3月期 524,480,692株

② 期末自己株式数 2026年3月期3Ｑ 88,985,459株 2025年3月期 72,810,712株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年3月期3Ｑ 444,129,655株 2025年3月期3Ｑ 466,513,082株

※当社は、 2024年10月1日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、 期中平均株式数を算定しております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、 その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、 本資料発表日現在において想定できる経済情勢、 市場の動向などを

前提として作成したものであり、 実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想に関する事項は、 添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご

参照ください。

２．決算補足説明資料は、 TDnet及び当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるＤＮＰグループを取り巻く状況は、国内のインバウンド需要の

拡大や個人消費の持ち直しなどにより、景気に緩やかな回復が見られました。一方で、長期化する地

政学リスクの変化や、米国をはじめとする各国・地域の政策動向、原材料費や国内の物価の変動な

ど、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。また、地球環境や人権に関わる課題の解決

も、サプライチェーン全体で一層強く求められています。

ＤＮＰグループは、こうした環境・社会・経済の変化やリスクに対応するだけでなく、長期を見据

えて自らが変革を起こし、「より良い未来」をつくり出す事業活動を展開しています。独自の「Ｐ＆

Ｉ」（印刷と情報）の強みを掛け合わせ、生成ＡＩをはじめとする先進技術も活かし、多様なパート

ナーとの連携をさらに深めながら、事業領域の拡張と業績の向上に取り組んでいます。

現在は2023-2025年度の中期経営計画の最終年度として、「事業戦略」「財務戦略」「非財務戦

略」に基づく取り組みを通じて、持続的な事業価値・株主価値の創出に注力しています。「事業戦

略」では、中長期的に強みを発揮する事業ポートフォリオを構築するとともに、市場成長性と収益性

が高い事業を中心に価値の創出を加速させています。「財務戦略」では、創出したキャッシュを事業

のさらなる成長投資と株主還元に適切に配分します。「非財務戦略」では、「人への投資の拡大」

「知的資本の強化」「環境への取り組み」を中心に、サステナブルな成長を支える経営基盤の強化を

図っていきます。

その結果、当第３四半期連結累計期間のＤＮＰグループの売上高は1兆1,282億円（前年同期比4.6

％増）、営業利益は763億円（前年同期比21.8％増）、経常利益は875億円（前年同期比9.8％増）と

なりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券の売却にともなう特別利益の計上

もあり、854億円（前年同期比26.4％減）となりました。

なお、今年４月にスタートさせる新しい３か年の中期経営計画についても準備を進めています。

“高いシェア・良好な収益性・持続的な成長性”を備える事業領域に注力し、全体でＲＯＥ10％以上

を、各事業で５％の営業利益の成長を目指していきます。詳細は、今後、適宜発表します。

・スマートコミュニケーション部門

イメージングコミュニケーション関連は、新型プリンター関連の需要増加等が寄与して写真プリ

ント用部材が欧米・アジア市場で好調に推移したほか、ＩＤカード用インクリボンが市場回復など

を背景に北米地域を中心に堅調に推移し、前年を上回りました。

情報セキュア関連は、デュアルインターフェイスのＩＣカード（ＩＣチップ１つで接触型と非接

触型の規格に対応）が前年から減少したものの、ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）の大型

案件などがあり、当事業全体で前年を上回りました。また、本人情報を登録・認証する政府向けＩ

Ｄ認証サービスをアフリカ中心に提供し、Laxton（ラクストン）ブランドで事業展開している

Rubicon SEZC（ルビコン）の株式を取得し、2025年７月より連結子会社として協業を開始しまし

た。

マーケティング関連は、企業向け施策の実績・知見とデジタルの強みを掛け合わせた価値の提供

に努めましたが、紙媒体の市場縮小の影響もあり、前年を下回りました。なお、セールスプロモー

ション分野で、ＤＮＰ独自の専門性や機能を集約・統合することによるグループ全体の機能の強化

と事業運営の効率化、競争力の強化と持続的な成長を目的に、2025年10月に組織再編を実施しまし

た。

出版関連は、雑誌等の市場縮小の影響を受けたものの、図書館運営業務が好調に推移し、前年を

上回りました。
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コンテンツ・ＸＲコミュニケーション関連のうち、コンテンツ関連は、国内外で人気の知的財産

（ＩＰ：Intellectual Property）を活用した巡回型イベントや物販、日本発ＩＰの海外展開など、

新たな価値の創出に努めました。ＸＲコミュニケーション関連は、教育分野や、行政サービスを中

心に地域連動ＸＲサービスを充実させ、各自治体への提供を進めています。今後も、国内各地域の

新しい価値をともに創出・発信するコミュニケーションモデルを構築していきます。

その結果、部門全体の売上高は5,506億円（前年同期比5.4％増）となりました。営業利益は、人

的資本や固定資産の適正化などの事業構造改革に加え、写真プリント用部材を中心としたイメージ

ングコミュニケーション関連の売上増加もあり、264億円（前年同期比29.8％増）となりました。

・ライフ＆ヘルスケア部門

モビリティ・産業用高機能材関連のうち、産業用高機能材関連は、リチウムイオン電池用バッテ

リーパウチが、スマートフォンやタブレット端末等のＩＴ向けで、新機種用の需要が堅調に推移

し、前年を上回りました。一方、車載向けは、米国のＥＶ向け補助金終了にともなう市場の先行き

の不透明感を背景に、顧客である電池メーカーの発注が抑制され、前年を下回りました。太陽電池

関連は、世界的な需要の拡大を背景に、前年を上回りました。なお、引き続き各国・地域で太陽電

池等の再生可能エネルギー導入の拡大が見込まれるため、太陽電池の電極やセル等を保護する封止

材の生産能力を従来の約２倍に増強する生産ラインを泉崎工場（福島県）に導入し、2025年10月に

稼働を開始しています。

モビリティ関連は、自動車向け加飾フィルムが、内装用を中心に堅調に推移しました。また、株

式会社ＤＮＰ光金属とともに、意匠性や高精度化が求められる操作・表示部位向けの自動車用加飾

成形部品を対象とした、ハイエンドＨＭＩ（Human Machine Interface）領域への事業拡大を進め

ています。

生活空間関連は、高い耐久性とデザイン性を両立させた内・外装材「アートテック®」および国内

向け内装材は前年並みで推移しましたが、海外向け内装材は市況悪化の影響等により、前年を下回

りました。

なお、事業構造改革の一環で、2025年10月に生活空間関連とモビリティ関連の事業を統合し、

“モビリティと住まいがつながるスマート社会”の実現に向けた体制を構築しました。今後も、

「オールＤＮＰ」で強みを掛け合わせ、顧客対応力と競争力のさらなる向上を図っていきます。

包装関連は、紙カップやチューブ容器などが好調に推移したほか、ＰＥＴボトル用無菌充填シス

テムが増加しました。「DNP環境配慮パッケージング GREEN PACKAGING®」をはじめとする機能性包

材の開発・販売にも注力し、全体で前年を上回りました。

メディカル・ヘルスケア関連は、医療用パッケージが好調に推移したことに加え、国内での製剤

事業も堅調に推移し、前年を上回りました。

飲料事業は、スーパーマーケット等の量販店、自動販売機やＷｅｂでの販売が好調に推移したほ

か、主要な販売チャネルでの価格改定の効果もあり、前年を上回りました。

その結果、部門全体の売上高は3,904億円（前年同期比4.2％増）となりました。営業利益は、固

定費等のコストダウン、固定資産の適正化などの事業構造改革により、284億円（前年同期比69.9

％増）となりました。

・エレクトロニクス部門

デジタルインターフェース関連は、有機ＥＬディスプレイ製造用メタルマスクが、スマートフォ

ンでの有機ＥＬディスプレイ採用拡大に加え、2024年５月に黒崎工場（福岡県）で生産開始した第

８世代サイズのガラス基板向け大型メタルマスクの寄与などにより、前年を上回りました。ディス

プレイ用光学フィルムは、液晶テレビ用パネルの大型化にともなう出荷面積の拡大等により、堅調

に推移しました。この結果、当事業全体で前年を上回りました。なお、液晶ディスプレイの大型化

に対応するため、光学フィルムの生産効率を向上するべく、2,500ｍｍの広幅対応のコーティング

装置を三原工場（広島県）に導入し、2025年９月に生産を開始しました。
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半導体関連は、市況が堅調に推移する中で、前年を上回りました。引き続き、ＥＵＶ（極端紫外

線）リソグラフィー用フォトマスクやナノインプリントなどの最先端領域への事業展開に取り組ん

でいきます。

その結果、部門全体の売上高は1,888億円（前年同期比3.0％増）となりました。営業利益は、デ

ジタルインターフェース関連が注力事業の拡大によって増加したものの、為替の影響に加え、半導

体製造用フォトマスクの設備投資および開発投資で固定費が増加した影響を受け、416億円（前年

同期比2.4％減）となりました。

なお、次世代半導体パッケージ向けのＴＧＶ（ガラス貫通電極）ガラスコア基板のパイロットラ

インを久喜工場（埼玉県）に新設し、2025年12月から稼働を開始しました。本パイロットラインで

当製品の量産検証を行い、2026年初頭に高品質なサンプルの提供を開始します。

（２）当四半期の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末の資産、負債、純資産については、総資産は、現金及び預金、有形固

定資産、のれんの増加や、投資有価証券の減少などにより、前連結会計年度末に比べ625億円増加し、

1兆9,803億円となりました。

負債は、社債の増加や、未払法人税等、賞与引当金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ528億

円増加し、7,619億円となりました。

純資産は、四半期純利益による増加や、剰余金の配当、自己株式の取得、その他有価証券評価差額金の

減少などにより、前連結会計年度末に比べ96億円増加し、1兆2,184億円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年３月期の業績見通しにつきましては、2025年５月13日に公表した内容を修正いたしました。

詳細は、2026年２月13日付「2026年３月期 通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照く

ださい。
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２．四半期連結財務諸表及び注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 254,995 270,796

受取手形、売掛金及び契約資産 341,575 336,635

商品及び製品 86,298 89,620

仕掛品 37,733 43,883

原材料及び貯蔵品 41,695 45,176

その他 62,872 71,267

貸倒引当金 △478 △615

流動資産合計 824,692 856,763

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 151,499 158,566

機械装置及び運搬具（純額） 61,072 74,381

土地 141,787 143,088

建設仮勘定 17,607 14,487

その他（純額） 33,829 35,119

有形固定資産合計 405,795 425,644

無形固定資産

のれん 10,295 31,234

その他 36,097 43,473

無形固定資産合計 46,393 74,708

投資その他の資産

投資有価証券 393,125 369,027

退職給付に係る資産 194,597 199,550

その他 55,622 56,765

貸倒引当金 △2,388 △2,106

投資その他の資産合計 640,956 623,236

固定資産合計 1,093,145 1,123,589

資産合計 1,917,838 1,980,353
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 215,474 220,055

短期借入金 31,747 28,485

未払法人税等 52,956 6,121

賞与引当金 21,748 9,511

その他 113,854 119,243

流動負債合計 435,780 383,417

固定負債

社債 100,000 200,000

長期借入金 24,441 22,390

退職給付に係る負債 54,607 54,932

繰延税金負債 73,003 81,055

その他 21,226 20,121

固定負債合計 273,278 378,499

負債合計 709,059 761,917

純資産の部

株主資本

資本金 114,464 114,464

資本剰余金 145,034 145,058

利益剰余金 824,329 891,799

自己株式 △135,347 △174,048

株主資本合計 948,481 977,273

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 106,681 93,489

繰延ヘッジ損益 △16 56

為替換算調整勘定 30,309 29,817

退職給付に係る調整累計額 50,391 42,234

その他の包括利益累計額合計 187,366 165,597

非支配株主持分 72,930 75,564

純資産合計 1,208,778 1,218,435

負債純資産合計 1,917,838 1,980,353
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

売上高 1,079,058 1,128,219

売上原価 833,176 853,573

売上総利益 245,882 274,645

販売費及び一般管理費 183,194 198,316

営業利益 62,687 76,328

営業外収益

受取利息及び配当金 6,151 5,670

持分法による投資利益 13,071 9,304

その他 2,195 2,680

営業外収益合計 21,418 17,655

営業外費用

支払利息 714 1,865

その他 3,674 4,609

営業外費用合計 4,388 6,475

経常利益 79,717 87,508

特別利益

固定資産売却益 13,318 467

投資有価証券売却益 62,097 44,509

その他 9,967 168

特別利益合計 85,383 45,145

特別損失

固定資産除売却損 1,483 1,148

減損損失 2,098 853

特別退職金 313 3,164

その他 436 683

特別損失合計 4,331 5,849

税金等調整前四半期純利益 160,769 126,804

法人税、住民税及び事業税 36,949 22,580

法人税等調整額 5,901 16,895

法人税等合計 42,851 39,476

四半期純利益 117,917 87,328

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,825 1,917

親会社株主に帰属する四半期純利益 116,092 85,411
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

四半期純利益 117,917 87,328

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,342 △12,835

繰延ヘッジ損益 117 113

為替換算調整勘定 262 △875

退職給付に係る調整額 △11,532 △8,073

持分法適用会社に対する持分相当額 1,605 145

その他の包括利益合計 △15,888 △21,525

四半期包括利益 102,029 65,802

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 100,007 63,683

非支配株主に係る四半期包括利益 2,021 2,119
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

第２四半期連結会計期間において、株式取得に伴い、Rubicon SEZC及びその子会社７社を連

結の範囲に含めております。

（追加情報）

（持分法適用関連会社化に伴う暫定的な会計処理の実施）

第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社のＪＩＣＣ－０４株式会社が新光電

気工業株式会社の株式の取得等により連結子会社としたことに伴い、同子会社を持分法適用の

範囲に含めております。

なお、当第３四半期連結会計期間末において、取得原価の配分が完了していないため、暫定

的な会計処理を行っております。

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年12月31日）

受取手形割引高 －百万円 30百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年12月31日）

減価償却費 39,784百万円 37,917百万円

のれんの償却額 492 〃 1,164 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2024年４月１日 至 2024年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 7,667 32 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

2024年11月11日
取締役会

普通株式 7,365 32 2024年９月30日 2024年12月10日 利益剰余金

（注）2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」

については、当該株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

2024年３月８日及び2024年11月29日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得などにより、

当第３四半期連結累計期間において自己株式が48,195百万円増加しております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 9,937 22 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

2025年11月14日
取締役会

普通株式 7,943 18 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

2024年11月29日及び2025年５月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得などにより、

当第３四半期連結累計期間において自己株式が38,700百万円増加しております。
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（セグメント情報等）

（セグメント情報）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2024年４月１日 至 2024年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
（単位：百万円）

報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

スマートコミュ

ニケーション

ライフ＆

ヘルスケア

エレクトロ

ニクス
合 計

売上高（注）３

外部顧客への売上高 521,101 374,533 183,423 1,079,058 － 1,079,058

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,276 136 － 1,412 △1,412 －

計 522,378 374,669 183,423 1,080,471 △1,412 1,079,058

セグメント利益 20,415 16,746 42,658 79,820 △17,132 62,687

（注）１．セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない基礎研究並びに各セグメント共有の研究等に

係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．売上高には、顧客との契約から生じる収益とそれ以外の収益を含めておりますが、そのほとんどが顧客

との契約から生じる収益であり、それ以外の収益に重要性はないため、区分表示しておりません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
（単位：百万円）

報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

スマートコミュ

ニケーション

ライフ＆

ヘルスケア

エレクトロ

ニクス
合 計

売上高（注）３

外部顧客への売上高 549,028 390,306 188,884 1,128,219 － 1,128,219

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,653 168 － 1,822 △1,822 －

計 550,681 390,475 188,884 1,130,041 △1,822 1,128,219

セグメント利益 26,499 28,453 41,636 96,589 △20,260 76,328

（注）１．セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない基礎研究並びに各セグメント共有の研究等に

係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．売上高には、顧客との契約から生じる収益とそれ以外の収益を含めておりますが、そのほとんどが顧客

との契約から生じる収益であり、それ以外の収益に重要性はないため、区分表示しておりません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）（セグメント情報）」の売上高に記載のとおりです。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算

定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益 248円85銭 192円31銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 116,092 85,411

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

（百万円） 116,092 85,411

普通株式の期中平均株式数 （千株） 466,513 444,129

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 248円83銭 192円28銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （百万円） △9 △13

（うち関係会社の潜在株式による影響額） （百万円） （△9） （△13）

普通株式増加数 （千株） － －

（注）2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定して

おります。

３．その他

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年２月13日

大日本印刷株式会社

取締役会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 海 老 澤 弘 毅

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 﨑 善 道

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桑 田 高 志

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている大日本印刷株式会社の2025年４月１日から2026年３

月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月31日まで）及び第３四半期連結

累計期間（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準

拠して、大日本印刷株式会社及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連

結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠していないと信じさせる事

項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに

四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうか

を評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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